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(57)【要約】
【課題】ループ型ヒートパイプ及びそれを備える輸送機
において、ループ型ヒートパイプの姿勢が変化しても熱
輸送が継続されるものを提案する。
【解決手段】傾転運動する輸送機に搭載されるループ型
ヒートパイプが、液相の作動流体の少なくとも一部を気
体に変化させる蒸発器と、気相の作動流体を液体に変化
させる第１凝縮器及び第２凝縮器と、蒸発器と第１凝縮
器とを連絡する第１蒸気管及び第１液管と、蒸発器と第
２凝縮器とを連絡する第２蒸気管及び第２液管とを備え
る。輸送機が水平面に置かれた状態において、第１凝縮
器及び第２凝縮器は蒸発器よりも上方に位置し、第１凝
縮器輸送機が水平面に置かれた状態においてと第２凝縮
器とが傾転軸及び蒸発器を間に挟んで水平方向に離れて
いる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　傾転軸を中心として傾転する輸送機に搭載されるループ型ヒートパイプであって、
　液相の作動流体の少なくとも一部を気体に変化させる蒸発器と、
　気相の前記作動流体を液体に変化させる第１凝縮器及び第２凝縮器と、
　前記蒸発器と前記第１凝縮器とを連絡する第１蒸気管及び第１液管と、
　前記蒸発器と前記第２凝縮器とを連絡する第２蒸気管及び第２液管とを備え、
　前記輸送機が水平面に置かれた状態において、前記第１凝縮器及び前記第２凝縮器は前
記蒸発器よりも上方に位置し、前記第１凝縮器と前記第２凝縮器とが前記傾転軸及び前記
蒸発器を間に挟んで水平方向に離れている、
ループ型ヒートパイプ。
【請求項２】
　前記輸送機が水平面に置かれた状態において、前記蒸発器が前記傾転軸を通る垂直平面
上に位置する、
請求項１に記載のループ型ヒートパイプ。
【請求項３】
　前記第１凝縮器及び前記第２凝縮器を前記傾転軸の延伸方向と平行に見たときに、前記
第１凝縮器と前記第２凝縮器とが前記傾転軸を通る垂線を中心として線対称に配置されて
いる、
請求項２に記載のループ型ヒートパイプ。
【請求項４】
　前記第１凝縮器と前記第２凝縮器とが前記蒸発器を間に挟んで前記傾転軸の延伸方向に
離れている、
請求項１～３のいずれか一項に記載のループ型ヒートパイプ。
【請求項５】
　発熱体と、前記発熱体を熱源として前記作動流体を蒸発させる前記蒸発器を含む請求項
１～４のいずれか一項に記載のループ型ヒートパイプとを備える、
輸送機。
【請求項６】
　外部流体に晒される外板、及び、前記外板の内側に配置された内壁を有し、前記外板と
前記内壁との間に形成された冷却室に前記第１凝縮器及び前記第２凝縮器の少なくとも一
方が配置されている、
請求項５に記載の輸送機。
【請求項７】
　燃料タンクを有し、前記燃料タンクの液相内に前記第１凝縮器及び前記第２凝縮器の少
なくとも一方が配置されている、
請求項５に記載の輸送機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ループ型ヒートパイプ、及び、それを備えた輸送機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、作動流体の相変化を利用して高密度な熱輸送を行うループ型ヒートパイプの技術
が知られている。このようなループ型ヒートパイプを利用した熱輸送システムは、例えば
、コンピュータや家電などの電子機器の冷却に利用されてきた。ループ型ヒートパイプと
しては、毛細管力及び／又は重力を利用して作動流体を循環させるものがある。
【０００３】
　ループ型ヒートパイプは、蒸発器、凝縮器、蒸発器と凝縮器とを連絡する蒸気管、及び
、凝縮器と蒸発器とを連絡する液管によって形成された閉ループを有する。閉ループには
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、作動流体が封入される。蒸発器では、液相の作動流体が発熱体から伝わる熱で加熱され
て、その一部が気体に変化する。気液二相の作動流体は圧力差や浮力によって蒸気管内を
移動し、凝縮器に到達する。凝縮器では、作動流体が冷却されて液体に変化する。液相の
作動流体は毛細管力及び／又は重力によって蒸発器へ還流する。このようにして、ループ
型ヒートパイプでは、作動流体が二相閉ループを循環することで蒸発器から凝縮器へ熱が
輸送され、蒸発器と熱的に接続された発熱体が冷却される。
【０００４】
　上記のループ型ヒートパイプのうち作動流体の循環に重力を利用するものは、姿勢の変
化により凝縮器と蒸発器との高低差によるヘッド差が小さくなったり逆転したりすると作
動流体が凝縮器から蒸発器へ移動しにくくなる。姿勢の変化によりループ型ヒートパイプ
の傾きが更に増大すると、作動流体が蒸発器に戻りにくくなり、熱輸送が停止することが
ある。このような課題に対し、特許文献１では、ラップトップコンピュータやスマートフ
ォンのように水平方向、鉛直方向、或いはその中間方向などの様々な姿勢で使用する電子
機器において、いかなる姿勢においても熱輸送機能を発揮するマルチループ型ヒートパイ
プが提案されている。このマルチループ型ヒートパイプは、積層された２組の独立したル
ープ型ヒートパイプを備え、各ループ型ヒートパイプは対角線上の角部に蒸発器と凝縮器
とが配置された四角形状を呈する。２組のループ型ヒートパイプの蒸発器同士が平面視に
おいて重ねて配置され、凝縮器同士が平面視において異なる位置に配置されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１２－２３３６４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　電子機器の高性能化及び小型化が急速に進み、近年では、これらの機器を多数搭載した
船舶、鉄道車両、自動車、及び航空機などの輸送機におけるサーマルマネージメントへの
要求も高まりつつある。上記のような作動流体の循環に重力を利用したループ型ヒートパ
イプを含む熱輸送システムを搭載した輸送機では、機体の姿勢が時々刻々と変化すること
から、姿勢の変化により作動流体を循環させる駆動力が低下し、熱輸送量が低下するとい
う課題がある。
【０００７】
　特許文献１のマルチループ型ヒートパイプは、ループ型ヒートパイプの姿勢が変化して
も２組の独立したループ型ヒートパイプのうちいずれか一方は作動流体が循環するので、
熱輸送の停止は免れる。しかし、他方は熱輸送が停止しており、姿勢の変化によって冷却
装置が傾いた場合にも、適切な熱輸送量を確保するためには、冷却装置の大型化は避けら
れない。
【０００８】
　本発明は以上の事情に鑑みてされたものであり、その目的は、ループ型ヒートパイプ及
びそれを備える輸送機において、ループ型ヒートパイプの姿勢が変化しても熱輸送量が維
持され、冷却対象物を確実に冷却可能な小型化されたものを提案することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様に係るループ型ヒートパイプは、傾転軸を中心として傾転する輸送機に
搭載されるループ型ヒートパイプであって、
液相の作動流体の少なくとも一部を気体に変化させる蒸発器と、
気相の前記作動流体を液体に変化させる第１凝縮器及び第２凝縮器と、
前記蒸発器と前記第１凝縮器とを連絡する第１蒸気管及び第１液管と、
前記蒸発器と前記第２凝縮器とを連絡する第２蒸気管及び第２液管とを備え、
前記輸送機が水平面に置かれた状態において、前記第１凝縮器及び前記第２凝縮器は前記
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蒸発器よりも上方に位置し、前記第１凝縮器と前記第２凝縮器とが前記傾転軸及び前記蒸
発器を間に挟んで水平方向に離れているものである。
【００１０】
　上記ループ型ヒートパイプでは、輸送機が傾転軸を中心として回転することによってル
ープ型ヒートパイプの姿勢が変化した際に、第１凝縮器と第２凝縮器のうち一方から蒸発
器へ作動流体を流す駆動力は低下するが、他方から蒸発器へ作動流体を流す駆動力は増大
する。よって、ループ型ヒートパイプは、その姿勢が変化しても作動流体の循環量が維持
されて、熱輸送量が低下することなく熱輸送が継続される。
【００１１】
　本発明の一態様に係る輸送機は、発熱体と、前記発熱体を熱源として前記作動流体を蒸
発させる前記蒸発器を含むループ型ヒートパイプとを備えるものである。
【００１２】
　前述の通り、ループ型ヒートパイプでは、その姿勢が変化しても、熱輸送能力を維持す
ることができる。よって、このようなループ型ヒートパイプは、機体の姿勢が逐次変化す
る輸送機に搭載された発熱体の冷却のために好適である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、ループ型ヒートパイプ及びそれを備える輸送機であって、ループ型ヒ
ートパイプの姿勢が変化しても熱輸送量が維持されるものを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係るループ型ヒートパイプを搭載した輸送機の一
例を示す図である。
【図２】図２は、図１の輸送機が傾転軸を中心として傾動した様子を示す図である。
【図３】図３は、蒸発器と２つの凝縮器との位置関係を示す平面図である。
【図４】図４は、蒸発器と２つの凝縮器との位置関係の変形例を示す平面図である。
【図５】図５は、変形例１に係るループ型ヒートパイプの構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　次に、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。図１は、本発明の一実施形態に
係るループ型ヒートパイプ１０を搭載した輸送機の一例を示す図である。ループ型ヒート
パイプ１０は、傾転軸Ｃを中心として傾動する輸送機に搭載されるのに適している。この
ような輸送機として、船舶（潜水艇を含む）、鉄道車両、自動車、及び航空機などが例示
される。以下では、ループ型ヒートパイプ１０が搭載された航空機５０について説明する
。
【００１６】
　図１には、航空機５０の胴体５１及び主翼５３の一部が示されている。胴体５１は、外
板５２と、外板５２より客室側に設けられた内壁５４とを含む複層構造を有する。外板５
２と内壁５４との間には、冷却室５５ａ，５５ｂが形成されている。本実施形態では、胴
体５１の紙面右側に第１冷却室５５ａが形成され、胴体５１の紙面左側に第２冷却室５５
ｂが形成されている。第１冷却室５５ａと第２冷却室５５ｂとは、独立していてもよいし
、連通されていてもよい。冷却室５５ａ，５５ｂ内は、飛行中に地上よりも著しく低温の
外気（外部流体の一例）に晒される外板５２から伝わる冷熱によって低温となっている。
或いは、外板５２に冷却室５５ａ，５５ｂと連通される空気入口と空気出口とが設けられ
、飛行中の冷却室５５に外気が導入されてもよい。
【００１７】
　胴体５１の側部には、左右の主翼５３が接続されている。各主翼５３の内部には燃料タ
ンク５７が設けられている。主翼５３は、飛行中に地上よりも著しく低温の外気に晒され
、燃料タンク５７及びそれに貯溜された燃料は外気によって冷却される。
【００１８】
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　上記の航空機５０には、胴体５１内に設けられた発熱体９９を冷却するために、ループ
型ヒートパイプ１０が搭載されている。発熱体９９は、特に限定されないが、例えば、制
御盤やエンジンコントロールユニット（ＥＣＵ）やその他コンピュータなどの発熱部品を
含む電子機器、軸受などの摩擦熱が生じる機械部品、及び、電池などが挙げられる。また
、発熱体９９に代えて、客室空気が蒸発器２の熱源とされてもよい。
【００１９】
　ループ型ヒートパイプ１０は、第１ループ１０ａと第２ループ１０ｂとの複数の循環流
路を有し、これらの循環流路が蒸発器２で連通されている。第１ループ１０ａは、蒸発器
２、第１蒸気管４ａ、第１凝縮器３ａ、及び、第１液管５ａにより形成される。第２ルー
プ１０ｂは、蒸発器２、第２蒸気管４ｂ、第２凝縮器３ｂ、及び、第２液管５ｂにより形
成される。第１ループ１０ａと第２ループ１０ｂとは、蒸発器２を共用する。
【００２０】
　ループ型ヒートパイプ１０内は、空気などの非凝縮性ガスが脱気されたうえで、作動流
体が封入されている。作動流体は、特に限定されず、従来ヒートパイプの作動流体として
使用されている凝縮性の流体（例えば、水、アルコール、アンモニア、フルオロカーボン
、ハイドロフルオロカーボン、ハイドロフルオロエーテル、及び、それらの混合液など）
であってよい。
【００２１】
　蒸発器２は、伝熱板２１と、内部に作動流体収容室２３を形成するハウジング２２とを
備える。伝熱板２１は、例えばサーマルグリスや伝熱性シートを介して発熱体９９と熱的
に接続されている。この蒸発器２では、作動流体収容室２３内の作動流体が伝熱板２１を
介して発熱体９９から吸熱し、その一部が沸騰して気体に変化する。このようにして沸騰
蒸気と液体との二相の作動流体は、蒸発器２の出口と第１凝縮器３ａの入口とを連絡する
第１蒸気管４ａを圧力差や浮力によって移動して第１凝縮器３ａへ到達し、蒸発器２の出
口と第２凝縮器３ｂの入口とを連絡する第２蒸気管４ｂを圧力差や浮力によって移動して
第２凝縮器３ｂへ到達する。つまり、作動流体収容室２３は第１凝縮器３ａ及び第２凝縮
器３ｂの双方と連通されている。
【００２２】
　第１凝縮器３ａは第１冷却室５５ａに配置され、第２凝縮器３ｂは第２冷却室５５ｂに
配置されている。冷却室５５ａ，５５ｂ内には、凝縮器３ａ，３ｂに強制的に通気させる
ためのファン５６が設けられている。第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂは実質的に同じ
構造を有する。第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂには冷却流路(図示略)が形成されてお
り、二相の作動流体は冷却流路を通過するうちに放熱し、冷却されて液体に変化する。液
相の作動流体は、第１凝縮器３ａの出口と蒸発器２の入口とを連絡する第１液管５ａを重
力によって降下して蒸発器２へ還流する。同様に、第２凝縮器３ｂで液体となった作動流
体は、第２凝縮器３ｂの出口と蒸発器２の入口とを連絡する第２液管５ｂを重力によって
降下して蒸発器２へ還流する。
【００２３】
　上記構成のループ型ヒートパイプ１０において、それを搭載した航空機５０（輸送機の
一例）が水平面に設置されときの姿勢を「基準姿勢」と規定する。基準姿勢のループ型ヒ
ートパイプ１０において、第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂは蒸発器２よりも上方に位
置する。ヘッドによる圧力差によって、作動流体は第１ループ１０ａ及び第２ループ１０
ｂを自然循環する。しかし、このようなループ型ヒートパイプ１０では、基準姿勢から姿
勢が変化すると、蒸発器２と凝縮器３ａ，３ｂとの高低差に起因するヘッド差が変化し作
動流体を循環させる駆動力が変化する。
【００２４】
　そこで、基準姿勢のループ型ヒートパイプ１０において、第１凝縮器３ａと第２凝縮器
３ｂとが、航空機５０の傾転軸Ｃ（即ち、傾動の回転中心）及び蒸発器２を間に挟んで水
平方向に離れて配置されている。また、基準姿勢のループ型ヒートパイプ１０において、
蒸発器２が傾転軸Ｃを通る垂直平面上に位置している。更に、基準姿勢のループ型ヒート
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パイプ１０において、第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂを傾転軸Ｃの延伸方向と平行に
見たときに、第１凝縮器３ａと第２凝縮器３ｂとが傾転軸Ｃを通る垂線を中心として線対
称に配置されている。このような蒸発器２と凝縮器３ａ，３ｂとの配置により、図２に示
すように、航空機５０が傾転軸Ｃを中心として回転すると、基準姿勢のときと比較して第
２凝縮器３ｂと蒸発器２との高低差に起因するヘッド差が小さくなって、第２ループ１０
ｂでは作動流体を循環させる駆動力が低下するが、基準姿勢のときと比較して第１凝縮器
３ａと蒸発器２との高低差に起因するヘッド差は大きくなって、第１ループ１０ａでは作
動流体を循環させる駆動力が同じかそれ以上となる。このようにして、航空機５０の傾動
によりループ型ヒートパイプ１０の姿勢が変化したときも、全体の作動流体の循環流量は
変化しないので熱輸送量が維持され、発熱体９９を十分に冷却することができる。
【００２５】
　図３は、蒸発器２と２つの凝縮器３ａ，３ｂとの位置関係を示す平面図である。図３に
示すように、第１凝縮器３ａと第２凝縮器３ｂとが蒸発器２を間に挟んで傾転軸Ｃの延伸
方向に離れている。つまり、航空機５０における第１凝縮器３ａと第２凝縮器３ｂとの前
後方向の位置が、蒸発器２を間に挟んで離れている。これにより、航空機５０が上昇又は
降下する際に機体が前後方向に傾くと、第１ループ１０ａと第２ループ１０ｂのうち一方
において作動流体を循環させる駆動力が低下するが、他方において作動流体を循環させる
駆動力が増大する。よって、第１ループ１０ａと第２ループ１０ｂの作動流体の循環総量
は維持されるので、熱輸送量が大幅に低下する事態を回避することができる。但し、航空
機５０の機体が前後方向に傾いても十分なヘッド圧が得られる程度の第１凝縮器３ａ及び
第２凝縮器３ｂと蒸発器２との高低差が設けられている場合には、図４に示すように、蒸
発器２と２つの凝縮器３ａ，３ｂとが傾転軸Ｃの延伸方向において同じ位置に設けられて
いてもよい。
【００２６】
　以上に説明したように、本実施形態に係るループ型ヒートパイプ１０は、傾転軸Ｃを中
心として傾転する輸送機に搭載されるループ型ヒートパイプ１０であって、液相の作動流
体の少なくとも一部を気体に変化させる蒸発器２と、気相の作動流体を液体に変化させる
第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂと、蒸発器２と第１凝縮器３ａとを連絡する第１蒸気
管４ａ及び第１液管５ａと、蒸発器２と第２凝縮器３ｂとを連絡する第２蒸気管４ｂ及び
第２液管５ｂとを備える。そして、輸送機が水平面に置かれた状態において、第１凝縮器
３ａ及び第２凝縮器３ｂは蒸発器２よりも上方に位置し、第１凝縮器３ａと第２凝縮器３
ｂとが傾転軸Ｃ及び蒸発器２を間に挟んで水平方向に離れている。
【００２７】
　また、本実施形態に係る輸送機は、発熱体９９と、発熱体９９を熱源として作動流体を
蒸発させる蒸発器２を含むループ型ヒートパイプ１０とを備える。本実施形態において、
この輸送機は航空機５０であって、航空機５０は外部流体に晒される外板５２、及び、外
板５２の内側に配置された内壁５４を有し、外板５２と内壁５４との間に形成された冷却
室５５ａ，５５ｂに第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂの少なくとも一方が配置されてい
る。
【００２８】
　上記ループ型ヒートパイプ１０及びそれを備えた輸送機によれば、輸送機の傾転に伴っ
てのループ型ヒートパイプ１０の姿勢が変化した際に、第１凝縮器３ａと第２凝縮器３ｂ
のうち一方から蒸発器２へ作動流体を流す駆動力が低下するが、他方から蒸発器２へ作動
流体を流す駆動力は維持される。よって、ループ型ヒートパイプ１０の姿勢が変化しても
作動流体の循環量が維持されて、熱輸送量が低下することなく熱輸送が継続される。
【００２９】
　本実施形態に示したように、上記ループ型ヒートパイプ１０及びそれを搭載した輸送機
において、輸送機が水平面に置かれた状態で、蒸発器２が傾転軸Ｃを通る垂直平面上に位
置してよい。
【００３０】
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　このように蒸発器２が傾転軸Ｃ上に配置されることで、蒸発器２から第１凝縮器３ａ及
び第２凝縮器３ｂへ又はその逆へ流れる作動流体のバランスが良好となる。
【００３１】
　また、上記において、第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂを傾転軸Ｃの延伸方向と平行
に見たときに、第１凝縮器３ａと第２凝縮器３ｂとが傾転軸Ｃを通る垂線を中心として線
対称に配置されていてよい。
【００３２】
　これにより、第１凝縮器３ａから傾転軸Ｃまでの水平方向距離と第２凝縮器３ｂから傾
転軸Ｃまでの水平方向距離とが等しくなり、蒸発器２から第１凝縮器３ａ及び第２凝縮器
３ｂへ又はその逆へ流れる作動流体のバランスが良好となる。
【００３３】
　また、本実施形態に示したように、上記ループ型ヒートパイプ１０及びそれを搭載した
輸送機において、第１凝縮器３ａと第２凝縮器３ｂとが蒸発器２を間に挟んで傾転軸Ｃの
延伸方向に離れていてよい。
【００３４】
　これにより、輸送機が傾転軸Ｃと直交する軸を中心として回転してループ型ヒートパイ
プ１０の姿勢が変化すると、第１凝縮器３ａと第２凝縮器３ｂのうち一方から蒸発器２へ
作動流体を流す駆動力が低下するが、他方から蒸発器２へ作動流体を流す駆動力は維持さ
れる。よって、ループ型ヒートパイプ１０の姿勢が変化しても作動流体の循環が維持され
て、熱輸送が継続される。
【００３５】
　また、上記輸送機は、外部流体に晒される外板５２、及び、外板５２の内側に配置され
た内壁５４を有し、外板５２と内壁５４との間に形成された冷却室５５ａ，５５ｂに第１
凝縮器３ａ及び第２凝縮器３ｂの少なくとも一方が配置されていてよい。
【００３６】
　このような輸送機では、外部流体（外気）の冷熱を利用して作動流体を凝縮させること
ができる。特に、外気が常温よりも著しく低くなるような環境で使用される輸送機（例え
ば、航空機５０）では、蒸発器２が熱的に接続された発熱体９９と凝縮器３ａ，３ｂが放
熱する媒体との温度差が大きくなり、より高効率な熱輸送を行うことができる。
【００３７】
　また、上記輸送機は、燃料タンク５７を有し、燃料タンク５７の液相内に第１凝縮器３
ａ及び第２凝縮器３ｂの少なくとも一方が配置されていてよい。
【００３８】
　このような輸送機では、熱容量の大きい燃料タンク５７を利用して作動流体を凝縮させ
ることができる。特に、燃料タンク５７が低温の外部流体と積極的な熱交換を行う場合に
は、蒸発器２が熱的に接続された発熱体９９と凝縮器３ａ，３ｂが放熱する媒体との温度
差が大きくなり、より高効率な熱輸送を行うことができる。
【００３９】
　以上に本発明の好適な実施の形態を説明したが、本発明の思想を逸脱しない範囲で、上
記実施形態の具体的な構造及び／又は機能の詳細を変更したものも本発明に含まれ得る。
上記のループ型ヒートパイプ１０及び輸送機の構成は、例えば、以下のように変更するこ
とができる。
【００４０】
　例えば、上記実施形態においては、ループ型ヒートパイプ１０の蒸発器２に２つの凝縮
器３ａ，３ｂが接続されているが、蒸発器２に３以上の複数の凝縮器が接続されていても
よい。
【００４１】
　また、例えば、上記実施形態においては、ループ型ヒートパイプ１０の第１ループ１０
ａと第２ループ１０ｂとが蒸発器２内で連通されているが、第１ループ１０ａと第２ルー
プ１０ｂとがそれぞれ独立した循環流路を有していてもよい。この場合、例えば図５に示
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すように、第１ループ１０ａが第１蒸発器２ａを含み、第２ループ１０ｂが第２蒸発器２
ｂを含むようにループ型ヒートパイプ１０が構成されてよい。但し、発熱体９９を均一に
冷却するために、第１蒸発器２ａ及び第２蒸発器２ｂは熱伝導性の高い材料から成る均熱
板９８を介して発熱体９９と熱的に接続されてもよい。
【００４２】
　また、例えば、上記実施形態のループ型ヒートパイプ１０はサーモサイフォン式に限ら
れずウィック式が採用されてもよい。ウィック式のループ型ヒートパイプでは、凝縮器３
から蒸発器２への作動流体を還流させるために、ウィックにおける作動流体の毛細管力を
利用するが、重力も利用する。よって、本発明をウィック式のループ型ヒートパイプに適
用しても前述と同様の効果が得られる。
【符号の説明】
【００４３】
２　　　：蒸発器
３ａ，３ｂ　　　：凝縮器
４ａ，４ｂ　　　：蒸気管
５ａ，５ｂ　　　：液管
１０　　：ループ型ヒートパイプ
２１　　：伝熱板
２２　　：ハウジング
２３　　：作動流体収容室
５０　　：航空機（輸送機の一例）
５１　　：胴体
５２　　：外板
５３　　：主翼
５４　　：内壁
５５　　：冷却室
５６　　：ファン
５７　　：燃料タンク
９９　　：発熱体
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